
 
資料１ 

 

県政の最上位計画である新潟県総合計画について、見直しを行ってまいりました

が、県民の皆様や市町村からのご意見を踏まえ、下記のとおり新潟県総合計画を改

定しましたので、お知らせします。 

記 

１ 改定の趣旨 

 新潟県総合計画評価委員会が令和３年度に実施した新潟県総合計画に対する

中間評価結果及び社会経済状況の変化等を踏まえ、総合計画の一部について必要

な見直しを行ったもの。 

 

２ 改定の概要 

別紙１のとおり 

 

３ 計画等の入手方法 

  県ホームページからダウンロード可能です。 

 （掲載場所） 

  https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/seisaku/sougoukeikakukaitei.html 

 

４ 県民・市町村意見の募集結果 

  (1) 意見募集期間 

    令和４年３月８日（火）～令和４年３月 31 日（木） 
 

(2) 意見提出状況 

 ・件数 12 件（県民意見：６件、市町村意見：６件） 

   ・意見の反映状況 
    

 Ⅰ：反映したもの：２件 

Ⅱ：一部反映したもの：０件 

Ⅲ：既に記述済みのもの：１件 

Ⅳ：事業実施段階や個別計画策定時等に参考とするもの：７件 

Ⅴ：その他記述を変更しなかったもの：２件 

   ※県民・市町村意見と県の対応については別紙２のとおり 
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本件についてのお問い合わせ先 

 知事政策局政策企画課長 石附 

（直通）025-280-5734 （内線）2351 

「新潟県総合計画」を改定しました 



 

 

 

 
令 和 ４ 年 ４ 月  
新潟県知事政策局  

 

１ 計画改定の趣旨等 
 

  令和３年度に、中間目標（令和２年度（2020 年度））に対する評価として、有

識者（新潟県総合計画評価委員会）による外部評価を取り入れた総合的な評価を

実施しました。 

  この中間評価の結果、本計画の進捗状況が明らかになるとともに、評価委員会

から、計画策定後の社会経済状況の変化への対応やポスト・コロナ社会を見据え

た新たな重要課題である、デジタル改革の推進や脱炭素社会の実現に向けた取組

を本計画に盛り込むよう提言をいただきました。 

また、現状では最終目標の実現が困難となっている人口減少問題の対応につい

ても、人口動態や施策の状況を踏まえた見直しが必要との提言もいただきました。 

  今回、これらを踏まえ、必要な見直しを行うこととし、新潟県総合計画の一部

を改定したものです。 

 

２ 主な見直し内容  
 

(1) 「人口減少問題への対応」の見直し（第５章） 
 
人口減少問題は、長年にわたり継続してきた極めて深刻かつ構造的な課題で

あり、中間評価において、達成目標の「人口動態の改善数 5,900 人程度（2016

年度→2024 年度）」の実現は困難とされたことから、人口減少の現状や特性等を

踏まえ、政策効果をより適切に評価できるよう達成目標を見直すとともに、新

型コロナ感染拡大による社会環境の変化等を踏まえた「選ばれる新潟」に向け

た政策や取組強化の方向性を示しました。 

 

(2) 「新たな重要課題への対応」の追加（第６章） 
  

計画策定後に生じた新たな重要課題である次の２項目を追加しました。 

① デジタル改革の推進 

② 脱炭素社会の実現に向けた取組 

 

(3) 政策展開の基本方向における個別小項目の見直し（第４章） 
 

  該当小項目：北東アジアをはじめとする諸外国との交流の推進 

国際情勢の急激な変化や、環日本海経済研究所（ERINA）の新潟県立大学附置

研究所への移行により期待される効果を追記しました。 

 

新潟県総合計画改定の概要 

別紙１ 



 

(4) 達成目標（成果指標）の見直し（第４章、巻末一覧） 
 

中間評価時点において、最終目標を前倒しで達成した成果指標や、施策の達

成度合いを十分に反映できないような一部成果指標について、必要な見直しを

実施しました。 

 

(5) ＳＤＧｓの視点を踏まえた計画推進（第４章、第７章） 
 

ＳＤＧｓの視点を踏まえながら計画を推進するため、各施策とＳＤＧｓの 17

のゴールとの関係を明示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

新潟県総合計画（改定案）に対する県民・市町村意見と県の対応 

 
 

意見の反映状況区分 

Ⅰ：反映したもの：２件 

Ⅱ：一部反映したもの：０件 

Ⅲ：既に記述済みのもの：１件 

Ⅳ：事業実施段階や個別計画策定時等に参考とするもの：７件 

Ⅴ：その他記述を変更しなかったもの：２件 

 
 
 
 

№ 意見の要旨・論点
 

県の対応
 反映 

状況 

１ 

 

第４章 Ⅰ－２－（３）－③ 

県民運動としての自殺対策の推進 

１ 現状・課題 

 令和３年の警察庁の自殺統計（速報

値）で新潟県は全国でワースト３とな

った。コロナ禍など社会情勢が変化し

ていると思われる。このことを踏まえ

た現状分析と施策の推進が必要と考え

る。 
 
 

 

 今回の計画改定は、現計画の策定後に生

じた、新たな重要課題に対応するために、

計画の一部に限定して必要な見直しを行

ったものです。 

御意見いただいた項目については、最終

評価後の次期総合計画の策定や各種施策

の参考とさせていただきますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

 

Ⅳ 

２ 

 

第４章 Ⅰ－２－（３）－③ 

県民運動としての自殺対策の推進 

２ 施策の展開・取組 

 県民運動としての自殺対策の推進は、

県民会議やキャンペーン月間のみでは

なく、「通年」で対策の推進を図ること

を明記し、県が市町村のリーダーシップ

をとり、県民や関係団体を巻込んだ大き

なウエーブを起こし取組む必要がある

のではないか。 
 
 

 

 今回の計画改定は、現計画の策定後に生

じた、新たな重要課題に対応するために、

計画の一部に限定して必要な見直しを行

ったものです。 

御意見いただいた項目については、最終

評価後の次期総合計画の策定や各種施策

の参考とさせていただきますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

 

Ⅳ 

別紙２ 
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№ 意見の要旨・論点
 

県の対応
 反映 

状況 

３ 

 

第４章 Ⅰ－２－（３）－③ 

県民運動としての自殺対策の推進 

５ 関連するＳＤＧsのゴール 

8 番「働きがいも経済成長も」を加えて

はいかがか。 
 

 

御意見を参考に、自殺の多い世代、自殺

ハイリスク者への支援、また、生活困窮、

児童虐待、社会的孤立等生きづらさを抱え

た人への支援を推進するという観点から

改めて見直した結果、御意見のとおりゴー

ル８を加え、その他２、４、５、10のゴー

ルを追加することとしました。 

 
 

Ⅰ 

４ 

 

第４章 Ⅱ－１－（１）－③ 

スポーツと文化を活かした地域づくり

による交流拡大 

２ 施策の展開・取組 

「東京オリンピック・パラリンピックを

契機とした」→「東京オリンピック・パ

ラリンピックのレガシーによる」に修正

してはどうか。 
 

 

 今回の計画改定は、現計画の策定後に生

じた、新たな重要課題に対応するために、

計画の一部に限定して必要な見直しを行

ったものです。 

御意見いただいた項目については、最終

評価後の次期総合計画の策定や各種施策

の参考とさせていただきますので、ご理解

をいただきたいと思います。 
 

 

Ⅳ 

５ 

 

第４章 Ⅱ－２－（１）－② 

意欲ある企業等への支援による県内産

業の活性化 

２ 施策の展開・取組 

「■地域に根ざす産業の活性化」を以下

のとおり修正されたい。「・各地場産地

の課題解決に向け、各産地の特性やニー

ズに応じた流通改善等の取組を支援」 

↓ 

「・各地場産地の課題解決に向け、各産

地の特性やニーズに応じた事業環境改

善等の取組を支援」 
 

 

今回の計画改定は、現計画の策定後に生

じた、新たな重要課題に対応するために、

計画の一部に限定して必要な見直しを行

ったものです。 

御意見いただいた項目については、最終

評価後の次期総合計画の策定や各種施策

の参考とさせていただきますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

 

Ⅳ 
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№ 意見の要旨・論点
 

県の対応
 反映 

状況 

６ 

 

第４章 Ⅱ－２－（３）－② 

中山間地域農業の維持と農山漁村の多

面的機能の発揮 

２ 施策の展開・取組 

中山間地域の人口減少が著しいため、中

山間地域への定住施策が必要であるが、

施策内容として農林業の活性化施策だ

けではなく、観光あるいは新産業の創出

などへの対策についても必要である。 

 
 

 

今回の計画改定は、現計画の策定後に生

じた、新たな重要課題に対応するために、

計画の一部に限定して必要な見直しを行

ったものです。 

御意見いただいた項目については、最終

評価後の次期総合計画の策定や各種施策

の参考とさせていただきますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

 

Ⅳ 

７ 

 

第６章 新たな重要課題への対応 

Ⅰ デジタル改革の推進 

２ 現状・課題と政策展開の基本方向 

県民に対しても全てデジタルで完結し

ていく方向性は正しいが、一方でデジタ

ルがゆえに申請方法などが分かりづら

く、対面であれば簡単に行く手続きもユ

ーザーからすると余計に時間がかかっ

てしまうようではＤＸの意図に反して

県民の時間を奪っているとも言える。Ｕ

Ｉ・ＵＸについては徹底的にこだわり、

ユーザーファーストでサービス提供を

する旨、記載することが良いのではない

か。 
 

 

県民目線の行政サービスの変革を進め

ることとしており、ユーザーファーストで

のサービス提供は重要であると考えてお

ります。御意見を参考に、第６章Ⅰ-1「基

本的な考え方」に、利用者視点でのＵＩ・

ＵＸに配慮した行政サービスの提供をす

る旨を追加することとしました。 

 

（参考） 

ＵＩ（ユーザーインターフェース）とは、

システム等の入力や表示方法のこと。 

ＵＸ（ユーザーエクスペリエンス）とは、

利用者がサービス等を利用した際に得られ

る体験や経験のこと。 

 

Ⅰ 
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№ 意見の要旨・論点
 

県の対応
 反映 

状況 

８ 

 

第６章 新たな重要課題への対応 

Ⅰデジタル改革の推進 

２ 現状・課題と政策展開の基本方向 

行政組織内部でも極めて非効率な間接

業務が残っていることが想像される。検

証の上、不要な間接業務は削減、さらに

残った定型作業はＤＸで圧縮、そして本

来取り組むべき行政課題に邁進する体

制づくりをするよう記載をすべきでは

ないか。 
 

  

御意見のとおり、庁内業務の効率化につ

いては重要と考え、第６章Ⅰ-2-(3)「③行

政におけるＤＸ」において、「仕事のやり方

を抜本的に見直して大幅に業務を効率化

しつつ、求められる業務に注力することで

質の高い県民サービスを提供できる組織

とする」こととしています。具体の施策に

ついては、第６章Ⅰに記載のとおり、別に

策定した「デジタル改革の実行方針」に基

づき推進することとしており、同方針に基

づき、働き方の変革に取り組んでまいりま

す。 
 

Ⅲ 

９ 

 

第６章 新たな重要課題への対応 

Ⅰ デジタル改革の推進 

２ 現状・課題と政策展開の基本方向 

各自治体でそれぞれ総務のシステムが

入っているかと思うが、これを全県統一

にすれば、相当のコスト削減が見込まれ

るものと考える。大胆なＤＸ案を新潟県

として進めていくことで、全国でも新潟

県がＤＸのリーダーシップを取ること

ができるものと考えることから、ぜひ大

胆な発想で取組をお願いしたい。 
 

  

地方自治体におけるシステムの最適化

については、国も自治体情報システムの標

準化・共通化を推進しているところです。 

御意見いただいた項目については、最終

評価後の次期総合計画の策定や各種施策

の参考とさせていただきますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

 

Ⅳ 
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№ 意見の要旨・論点
 

県の対応
 反映 

状況 

10  

 

第６章 新たな重要課題への対応 

Ⅰ デジタル改革の推進 

２ 現状・課題と政策展開の基本方向 

「マイナンバーの利用拡大」を含むデー

タの共有化の促進に関する事が記され

ているが、この点には、慎重な検討がま

だまだ必要である。データ流出事故によ

る大量の個人情報の漏洩の恐れがある。

悪意の事故はもちろん、人為的なミスに

よる事故もあると考えられ、完璧な事故

防止の防護技術な無いと考える。従っ

て、大量に流出してしまう恐れのある仕

組みには、賛同しない。殊に、医療情報

や、金融情報、教育情報に関するデータ

への連結には賛成できない。利用促進の

際に、個人の選択の自由を保障した仕組

の導入を希望する。 
 

   

「マイナンバーの利用拡大」を含むデー

タの共有化については、マイナンバー制度

において、マイナンバー情報を連携する事

務は法令で定められたものに限られてお

り、国も個人情報保護に係る措置を徹底し

ているところです。 

 県としても、データ利活用にあたり情報

漏洩対策は重要と考え、第６章Ⅰ-2-(2)の

「<デジタル改革の基本原則>」にサイバー

セキュリティ等の対策を徹底することを

記載しています。 

 御意見の趣旨を踏まえ、国や関係団体と

連携の上、事業実施に当たり情報漏洩対策

に努めてまいります。 

 

Ⅳ 

11  

 

第６章 新たな重要課題への対応 

Ⅱ 脱炭素社会の実現に向けた取組 

２ 現状・課題と政策展開の基本方向 

脱炭素の手法としては、原子力発電は小

型大型問わず、該当しない技術であり事

業だと考える。原発の廃炉を前提とする

施策を優先していただきたい。そのこと

が明記されていないので、その旨要望す

る。 
 

  

脱炭素社会の実現に向け、再エネ・脱炭

素燃料等の「創出」、「活用」、省エネ・省資

源による CO2 排出の「削減」、森林整備や新

たな技術開発による CO2 の「吸収・貯留」

を 4つの柱とする取組を重点的に進めてま

いります。 

なお、原子力事業については、国策とし

て進めてきた経緯から、国が責任を持っ

て、国民が納得出来るようしっかりと検討

を行い、十分な説明に努めてもらいたいと

考えます。 

 
 

Ⅴ 
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№ 意見の要旨・論点
 

県の対応
 反映 

状況 

12 

 

第６章 新たな重要課題への対応 

Ⅱ 脱炭素社会の実現に向けた取組 

２ 現状・課題と政策展開の基本方向 

再生可能エネルギーの導入促進には賛

成。しかし、何よりも省エネルギーの政

策を、優先して取り組むほうが、より確

実に早く脱炭素への効果が出るのでは

ないか。 

●公共交通システムの改善。ドアツード

アのシステムへのきめ細かな対策をす

る上での法的整備の検討。 

●事業所や住宅等の建築物の断熱化と

電力自給化。道路等含む構造物の改造へ

の支援等で省エネ化を促進する。 

●雪、木材、下水、食品残渣の堆肥化・

土壌化等で利用できる生活廃棄物等の

再資源化を、普及拡大する仕組みを作

る。 

●再生可能エネルギー利用の発電の設

備はその規模が、大規模で県外への送電

優遇の発電では無い、県内での地産地消

型の仕組を優先する。 

●県内で生産した再生可能エネルギー

による電力は、県内優先で低価格で利用

できるような県内での小規模施設で分

散型に行い、事業者は地元企業優先で小

規模事業の優遇の方式を導入する。 

●再生可能エネルギーの導入では、関連

産業含む資本は、国内・県内企業を優先

する。 

●環境影響評価法が、事業者による評価

であることによる環境保全への配慮項

目の不備を補うための、県の条例の検討

を入れる。 
 

  

脱炭素社会の実現に向け、省エネの取組

も重要であり、再エネ・脱炭素燃料等の「創

出」、「活用」とあわせて、省エネ・省資源

による CO2 排出の「削減」、また森林整備や

新たな技術開発による CO2 の「吸収・貯留」

を 4つの柱とする取組を重点的に進めてま

いります。 

具体的な取組内容については、本計画に

関連する個別計画である「県地球温暖化対

策地域推進計画」や、「県 2050 年カーボン

ゼロの実現に向けた戦略」において記載し

ているところであり、ご指摘の視点も踏ま

えて、CO2 削減効果の高い施策に取り組ん

でまいります。 

なお、 環境影響評価の実施にあたって

は、住民、市町村等の意見や有識者による

審査を踏まえて、適切な調査、予測、評価

を行うよう求めており、引き続き、事業者

の環境影響評価が適切に行われるよう取

り組んでまいります。 

Ⅴ 

 


